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4) 心 身障 害 児 療 育 の現状と問題点

新潟県はまぐみ小児療育センター 新 田 初 美

Present Situation in Treatment/Education 

of Mentally and Physically Handicapped 
Children and Related Problems

Hastumi NITTA

NiigataPrefecturalHamagumiRehabt-1itatio71
CenteT･forHandicappedChildren.

Theearlydetection-earlytreatment/educationsystem forthementallyandphysi-

callyhandicappedchildrenattheprerecturalleveliskeptinorderandisrunct･ioning

relativelywell.Weintroducethecurrentofthetreatment/educationbymentioning

Down'ssyndromeasanexampleofthedisturbanceofintelligenceandcerebralpalsyas

anexampleofthedisturbanceofmovement.Whileitwasdifficulttoimprovethedis-

abi呈itybyanearlytFeaもmenも毎ducaも孟on,iもwaspossibletoexpand洩escopeofsoc豆盈I

rehabilitat･ionbyobtainingunderstanding.

Cooperationofhealth.medicaltreatment.welfareandeducationisneededinthe

treatmentJeducationofmentallyandphys icallyhandicappedchildren.Althoughsome

progressisseen,Supportingseverelyanddoublyhandicappedchildrenfrom theaspect

ofhealthcareisurgentintheschool.Soitishopedthatthetreatment/educationby

regionWillbepromoted.

KeyWOI,ds:earlytreatmentノeducat･ion,mentallyandphysicallyhandicappedchil-

dren,Downsyndrome.cerebralpalsy,socialrehabilitat.ion
早期療育,心身障害児,ダウン症候群,肘性麻痔.社会参加

1. は じ め に

一般に心身障害児という場合,横軸に知能障害の程度,

擬軸に運動障害の程度をとり,図1に示すように整理さ

れる日.知的にも,運動的にも憂慮であれば特に重症心

身障害児として特別の施策が求められてきた.さらに近

年は,常時医療的処置が必要な場合を特に超重度障害児

(超垂障児)として処遇が検討されている.

ここでは知能障害としてダウン症候群,運動障害とし

て脳性麻嘩 (CP)を例に,療育の流れを追いながら問

題点を整理してみた,
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小児医療の現状と課題

2. 早期発見 ･早期療育体系と問題点

(1) 県のシステム

新潟県における心身障害児の早期発見 ･早期療育体系

は,平成元年に改めて 図 2のように整備された,

早期発見体系としては,市町村における乳幼児健診を

-).kスクリーニング,保健所の ｢療育相談｣事業を二次

スクリーニング.三次スクリーニングは児垂相談所 ･総
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図1 心身障害児の概念
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合病院の小児科 ･はまぐみ小児療育センター (以下 ｢は

まぐみ｣)が担うといったものである.-次 ･二次 ･三

次の違いは,対象とする地域の広がりに加え,多職種の

関わりで多面的な発達評価ができる点にある.

早期療育体系は,-次療育を,保育所での障害児保育

や統合保育,市町村や保健所の療育教室やプレ-教室が

担い∴二次療育は,専属の職員を配置し近隣の市町村も

対象にしている心身障害児通園事業の域や精神薄弱児通

園施設が担う.そして三次療育は入所指導までできるは

まぐみが担うとしている.

(2) 早期発見の流れの実際

はまぐみからは,糸魚川保健所を除く県の12保健所の

療育相談に診察医の協力流通を行なっており,平成9年

10月に療育相談及びはまぐみの利周状況を調査した.

対象は,平成4-6年度に,はまぐみの医師が出会っ

た,前記12保健所管内の15才未満の心身障害関連の相談

事例 (発達相談を含む)1845人 (男児は女児の約2倍)

である.初診が療育相談であったのは1315人 閏%),

はまぐみに直接受診したのは530人 (29%),療育相談

からはまぐみに紹介されたのは309人であった (図 3).

それぞれの紹介経路をみると,療育相談では,52%が

乳幼児健診からの紹介で,次いで健診以外の保健婦活動

昭 %),医師 (9%),保育所 (7%)の魔であった.

はまぐみ直接では,健診からはわずか3%であり,療育

相談が健診の二次スクリ-ニングの場として定着してい

るのが伺えた (図4).

療育相談では,半数以上が経過観察となるが,最も多

いのはことばの相談である.調査時点での最終診断名を

早期発見体系

3次スクリーニング (児相 ･総合病院 ･はまぐみ) 3次療育

専門医 ･心理判定員 ･検査技師 ･看護婦 ･保母 (入所指導)

理学療法士 ･作業療法士 ･菌語療法士 はまぐみ

図2 心身障害児の早期発見･早期療育体系



530 新潟医学会雑誌 第 112巻 第 9号 平成10年9月

新潟市 ･糸魚川保健所を除く県内12保健所管内

平成4-6年 総数 :1.815人

相執経路別
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図3 心身障害の相談状況
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療育相談 はまぐみ直接

図4 紹介経路別受診状況

図 5に示す.療育相談では.個人差の範囲か境界領域

とされるのが580.0.精神遅滞 し入,IRト 自閉傾向も含め

て29%であったのに射し,はまぐみ直接受診では,個人

差又は境界領域は25%でヲ他は異常であり,疾患内容は

多岐にわたっていた,療育相談で異常と診断された児の

約半数がはまぐみに碍介されていた.

(3)早期療育体系の実際

保育所 ･幼稚園を除いた県内の療育の場を 図 6示す.

発達上の問題が心配される場合,近くの利用しやすい療

育の場に紹介される.107市町村の内59市町村 (55%)

が療育教室を実施していた.この他にも健全育成 ･育児

不安解消に地域では子育て支援事業がさかんになってき

ている.

はまぐみでの療育の流れを 図 7に示す.まず,外来

診察の後,療育スタッフによる個別指導,時にグループ

指導が開始される.福祉施策での入所の場合は児童相談

所が措置手続きに当たる,学齢の場合には養護学校での

教育も受ける.また,家庭の事情で一時的に予 どもだけ
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療育相談 はまぐみ直接

図5 最終診断名

◎精神薄弱児通園施設○心身障害児通園事業
濃密心身障害児

小規模通園撃業

△ 盛痘心身障害児 (者)通常事業

▲ 保健所(I)I7LlL一教室

職 市町村の療育教室

(59/107-55.1%)

図6 療育の場

入所する場合もある (短期入所).いずれにしても,は

まぐみは通過施設であり,心身障害児療育の-時期を担っ

ているにすぎず,子ども達の生活の場は地域にある.

療育メニューの例 (図 8)としては,CPではポバー

ス法 ･ポイタ法 L上田法といった運動療法が中}吊こなり,

自閉症では言語発達援助の他に認知発達治療 書感覚統合
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8神経発達的治療

佃DT,ポバ-ス法)

･ポイタ法

･上田法

･摂食 (C.S.sj指導

･感覚統合療法 (Ayres)

･言語発達援助

･認知発達治療 (太田)

図8 確育メニ_7: -
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図9 ダウン症児の療育計画

療法が年令や症状に併せて処方される.

(1) ダウン症候群の場合

この間,この管内からダウン症候群は封入 (療育相談

22人 はまぐみ直接32人)受診していた.はまぐみでは,

就学まで療育計画にそった援助を行っている (図 9).

54人中3才以上で,情報が得られた39人について,煤

育所参加状況を見たところ,保育所未参加は長期入院生

活中の1人のみであった (図 10),

就学状況については,上記の対象とは別に,平成4-

9年に就学した87人でみると.普通学級17人.特殊学級

59人 ･養護学校11人であった.近年は,養護学校を選択

する児が減少傾向にあり,特殊学級を選択する場合にも
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脳性麻輝

交流教育の希望が多い.87人中60人について,能力面を.

鈴木ビネ一式知能検査と社会生活能力検査でみてみた.

それぞれ平均 IQ50±10∴平均 SQ63±15で,これらは

早期療育が勧められる以前の報告と大きく変わらないも

のであった (図 11).

(5)CPの場合

同じく上記調査期間に受診した CPは78人 (療育相

談36人,はまぐみ直接42人)であった.その内,3才以

上の69人について社会参加状況をみたところ,保育所参

加は根太 く59%工機は障害児通園と在宅が半々で,す

でに施設入所が2人いた.運動機能面では,独歩可は38

A (55%)で,移動不可が16人 (23%)であった.また,
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平成4-6年受診の3才以上46人中
死亡 4
中断 3
保育所 38(97.4%)
来春加 1

5才～

末筆加
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図10 ダウン症幼児の社会参加状況 (保育所)

平成4-9年就学児87人(標準型 ･転座型)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鈴木ビネ-式知能検査60人 平均IQ 50±10
SM社会生活能力検査 60人 平均Sq 63士15

図11 ダウン症児の就学状況

平成4-6年受診の78人中3才以上の69人 施設入所
2
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重症心身障害児11人(14.1%)
過重障児 2人(2.6%)

図12CP幼児の社会参加状況

重症心身障害児は11人.超重障児は2人であった (図

12).社会参加はダウン症候群に比 して少なかったが,

独歩可の児では全例保育所に参加できており,移動能力

や全身状態が社会参加の要因として考えられた,

また,他の調査 2)で CPの長期予後をみているが,

早期療育で運動構能の向上が得られているという結果は

引き出せなかった.年長児ではやはり関節の拘縮 ･変形

と運動機能の低下が問題となっており,それは主に CP

表1 肢体不自由養護学校児童の健廉実態調査

(県内3校,′J､学軌 平成7年2f=

小学部 86名 (%)

寝たきりの児 21 24,4

てんかん発作 月1回以上 16 18.6

体温 熟発しやすい 12 14.0

低体温 8 9.3

呼吸 ゼロゼロ 15 17.4

無呼吸 3 3.5

吸引必要 5 5.8

束管切開 2 2.3

食事 全介助 39 45.3

調理の工夫 27 31.4

過緊張 11 12,8

むせやすい 15 17.4

hlP{'ミ汀ment:身体不全､病院)

治療

DisabiHty: 能力障害(療育施設)

機能訓練 ･補装具 ･自助具

Handicap: 社会的不利､暮らしにくさ(社会)

保育所 ･学校

図13 障害の3階層を考える

の型 (特に疫直型 ･混合型)によって方向づけられる

と思われた.

(6) 教育現場における医療的ケア

近年の心身障害児の教育現場における深刻な問題とし

て,善護学校在籍児の重度重複化が挙げられる,平成 7

年に県内の3つの肢体不自由養護学校 (上越 ･新潟 ･は

まぐみ)の児童の健康実態調査を行なった.表 1にそ

いた.小学部86人中,約1/4が寝たきりであり,てんか

ん発作や呼吸の問題がそれぞれ約2割にあり,約半数が

食事は全介助であった.給食では,再調理が必要であり,

過緊張のため介助 しにくく,むせやすかったり噂吐 Lや

すかったりしていた.すべて教師が対応 しており,経験

の積み重ねがあるとはいえ研修の機会も少ない中では,
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誤嘆の心配がぬぐえなかった.熱発やてんかん発作の対

私 痕の吸引など,教育現場に求められる医療的処置の

位置付け ･対応策が,急ぎ求められていた.

3. 福祉施策 と社会参加

心身障害児に対する福祉施策には手帳の交付 (身体障

害者手帳 ･療育手帳),手当ての支給,医療費の補助等

があげられ,次第に充実してきている.

一方,親の会の活動も活発である.平成4年にはダウ

ン症児の ｢ドレミくらぶ｣言 pradeT-Willi症候群親の

会上 平成5年には LD (学習障害)児の ｢いなほの会｣,

平成8年には ｢全国塵症心身障害児 (者)を守る会,節

潟県支部上 ｢日本ダウン症協会新潟県支部｣がそれぞれ

発足した.

心身障害児の育児支援にあたっては,複数の療育スタッ

フが連携し,ライフステ-ジに即した対応が求められる.

子どもの生活圏における療育ネットワ-クの一層の推進

が望まれる.

障害の3階層 (図 13)を考える時,ダウン症候群 ･

CPの例でも示したように,能力障害 Disability に対
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する機能訓練には限界があるが,社会的不利 Handi-

capに射しては,発想の転換をもってすれば改善の余

地は太である.LL､身障害児の早期発見 .早期療育の意義

は,病状の理解と養育環境の調整をもって育児支援し,

同僚代の子ども社会への参加を推進し,他の子どもも共

に育てることにあると考える.

4. ま と め

早期療育での能力の向上は国難であったが,剰 犬の理

解により,就学前の社会参加の幅は広がった.今後,チ

どもの生活圏における地域療育の推進が---層求められて

おり,重度重複障害児の健療管理に苦慮している教育現

場への支援策が急がれた.
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